Sengo Igirisu gaiko to Eibeikan no "tokubetsuna kankei" : kokusai chitsujo no henyo to yureru jigazo, 1957-1974nen (yoyaku) by ハシグチ, ユタカ et al.
1 
 




















加盟申請に加え、ハロルド・ウィルソン政権による 67 年の第二次 EEC 加盟申請や 68 年の


















 １ 「三つのサークル」と戦後外交の再編 





 １ スエズ戦争後の「特別な関係」の修復 
 ２ イギリスの核抑止力とアメリカへの依存 
 
第２章 第二次ベルリン危機と米ソ接近 
 １ 第二次ベルリン危機の勃発 
 ２ 調停国としての外交の挫折 
 
第３章 英米間の「特別な関係」の再構築と統合ヨーロッパ 
 １ ヨーロッパ統合に対する独自の構想 
 ２ イギリスの EEC 加盟をめぐる米欧関係 





 １ ヴェトナム和平外交の始まり――1964～65 年 
 ２ イギリス主導のコモンウェルス・ミッション構想――1965 年 
 ３ ヴェトナム和平外交の挫折――1966～67 年 
 
第５章 世界的な役割の縮小と統合ヨーロッパへの再接近 
 １ 世界的な役割の再考 






第６章 デタントとイギリスの EC 加盟 
 １ 超大国デタントの成立 
 ２ EC 加盟の実現とヨーロッパ・デタントの進展 
 
第７章 大西洋同盟内の対立 
 １ キッシンジャーの「ヨーロッパの年」演説 
 ２ 第四次中東戦争と第一次石油危機 
 
第８章 英仏核協力構想の新たな模索 
 １ 英仏核協力構想とイギリス「独自」の核抑止力 
 ２ 「特別な防衛関係」への依存 
 
終章 戦後イギリス外交の再編の試みとその収束 
 １ 漂流するイギリス外交 


















































































わせて、ヒースが外交の最優先課題とした EC への加盟が 1973 年に実現した経緯を概観し
たうえで、イギリス政府が、大西洋同盟の結束を前提としながらヨーロッパ・デタントに
慎重に対応したことについて分析する。 
第７章では、イギリスが EC に加盟した 1973 年に生じた大西洋同盟内の対立に関して扱
う。この対立は、4 月のヘンリー・Ａ・キッシンジャー米大統領補佐官による、いわゆる「ヨ
ーロッパの年」演説をめぐって引き起こされたが、さらに、10 月の第四次中東戦争やその
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直後の第一次石油危機によって、米欧間および EC 加盟国間における錯綜した対立として展
開した。EC の加盟国となったイギリスが、この対立において模索した同盟内の調停国とし
ての役割とその限界について分析する。 
第８章では、ヒース政権が、EC への加盟に加えて、英仏核協力構想といったヨーロッパ
における防衛協力を目指したことに関して検討する。英仏核協力構想は、マクミラン政権
やウィルソン政権でも模索されたが、ヒース政権の構想は、EC への加盟実現のためにフラ
ンスから支持を得ることを単に目的としたものではなく、統合ヨーロッパを外交の基盤と
して強化することを目指したものであった。しかし、ヒース政権による英仏核協力構想は、
アメリカとの核協力が前提となっていた。また、同構想と関連しながら同時進行していた
イギリス「独自」の核抑止力の更新計画実現のためにも、アメリカとの核協力を必要とし
た。結局ヒース政権は、英仏核協力構想を実現させることはできなかったが、その経緯を、
アメリカとの核協力を前提としていたという観点から、「独自」の核抑止力の更新計画とあ
わせて考察する。 
以上の第Ⅲ部では、ヒース政権が、EC への加盟とともに、ヨーロッパにおける防衛協力
を進展させることなどによって統合ヨーロッパを外交の基盤として固め、「統合ヨーロッパ
とアメリカの特別な関係」を構築しようとしたことを明らかにする。また、ヒース政権は、
加盟を実現したにもかかわらず、EC の進展が第一次石油危機を契機とした深刻な世界経済
状況などによって停滞するなかで、「ヨーロッパの年」演説を契機とした大西洋同盟内の対
立において調停国の役割を果たすことができず、さらに石油危機への対応では、統合ヨー
ロッパよりも次第にアメリカとの関係を重視するに至ったと指摘する。 
そして、ヒース政権の下では、「帝国・コモンウェルスから統合ヨーロッパ」へと外交の
基盤は移行したものの、統合ヨーロッパは、より対等な英米関係をイギリスが保持できる
ような外交の基盤とはならなかったため、「統合ヨーロッパとアメリカの特別な関係」の構
築というヒース政権の当初の再編構想が実現したのではなく、アメリカとの「特別な関係」
への従属を深めることを受け入れざるをえない形で戦後外交の再編は収束していくことに
なったと論じる。 
 
終章では、第Ⅰ部から第Ⅲ部の分析を踏まえて、マクミラン政権からヒース政権期の各
政権の再編構想に関して改めてまとめたうえで、ヒース政権において EC 加盟後に収束して
いくことになった戦後外交の再編の帰結が、デイヴィッド・キャメロン保守党政権までの
イギリス外交につながっていったことについて検討する。 
